ESDP とEUFOR : アフリカでのミッションを中心に by 荻野 晃 & Akira Ogino
１ は じ め に
1990年代以降，欧州連合（EU）は経済統合を深化させてきた。同時に，
EU は冷戦後の国際秩序の安定に対する貢献を求められている。EU は
1999年から欧州安全保障防衛政策 (ESDP) を追求してきた
(１)
。
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(１) ESDP に関す先行研究は，Alistair J. K. Shepherd, “The European
Union’s Security and Defence Policy : A Policy without Substance?,” European
Security, Vol. 12, No. 1, Spring 2003, pp. 3963 ; Jolyon Howorth, ‘Why ESDP
is Necessary and Beneficial for the Alliance,’ in Jolyon Howorth and John T. S.
Keeler, eds., Defending Europe : The EU, NATO and the Quest for European
Autonomy (New York : Palgrave Macmillan, 2003), pp. 219238 ; Anand
Menon, ‘From Crisis to Catharsis : ESDP after Iraq,’ International Affairs, Vol.
80, No. 4, 2004, pp. 631648 ; Trevor Salmon, “The European Security and
Defence Policy : Built on Rocks or Sand?,” European Foreign Affairs Review,
Vol. 10, No. 3, September 2005, pp. 359379 ; Gunther Hauser, ‘The ESDP:
The European Security Pillar,’ in Gunther Hauser and Franz Kernic, eds.,
European Security in Transition (Hampshire : Ashgate, 2006), pp. 3962 ;
Alyson J. K. Bailes, “The EU and a ‘Better World’ : What Role for the
European Security and Defence Policy?,” International Affairs, Vol. 84, No. 1,
2008, pp. 115130 ; Maria Raquel Freire, ‘The European Security and Defence
Policy : History, Structures and Capabilities,’ in Michael Merlingen and Rasa
Ostrauskaite・, eds., European Security and Defence Policy : An Implementation
Perspective (London : Routledge, 2008), pp. 924 ; Stephan Keukeleire and
EUが ESDPを推進するうえで考慮しなければならないのは，アメリカ
および北大西洋条約機構（NATO）との関係であった
(２)
。アメリカはヨーロ
ッパ諸国の軍事力の充実化と国際秩序の安定に対する軍事的負担の共有を
歓迎しながらも，ESDPの推進によるヨーロッパの自立化と NATOの形
骸化に警戒感をいだいていた。2001年以降，EUは ESDPの実践として紛
争地域での治安強化のためのポリス・ミッションに従事してきた。さらに，
EUは NATOとの競合を回避しながら，欧州連合部隊（EUFOR）による
軍事ミッションを展開した。
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Jennifer MacNaughtan, The Foreign Policy of the European Union (New York :
Palgrave Macmillan, 2008), pp. 174198 ; 植田隆子「欧州連合 (EU) の軍
事的・非軍事的危機管理 欧州の地域的国際組織による国際平和維持活
動の構造変動」『国際法外交雑誌』第102巻第３号，2003年11月，92－110
頁，小窪千早「EUの安全保障政策とその展開 ESDP（欧州安全保障
防衛政策）活動と今後の方向性」『国際安全保障』第33巻第４号，2006年
３月，137－157頁を参照。
(２) ESDPと NATOとの関係に関しては，Marec Otte, ‘ESDP and
Multilateral Security Organizations : Working with NATO, the UN and OSCE,’
in Esther Brimmer, ed., The EU’s Search for a Strategic Role : ESDP and its
Implications for Transatlantic Relations (Washington D. C.: Center for
Transatlantic Realtions, 2002), pp. 3556 ; Alexander Moens, ‘ESDP, the
United States and the Atlantic Alliance,’ in Jolyon Howorth and John T. S.
Keeler, eds., op.cit., pp.pp. 2537 ; Terry Terriff, ‘The CJTF Concept and the
Limits of European Autonomy,’ in Jolyon Howorth and John T. S. Keeler, eds.,
op.cit., pp. 3959 ; Gabriele Cascone, ‘ESDP Operations and NATO: Co-
operation, Rivalry or Mudding-through?,’ in Michael Merlingen and Rasa
Ostrauskaite・, eds., op.cit., pp. 143158 ; 植田隆子「欧州連合の軍事化と米欧
関係」『日本 EU学会年報』第20号，2000年，185－209頁，広瀬佳一「EU
の安全保障防衛政策と米欧関係 運命共同体から分業関係へ」『世界週
報』2004年２月３日，10－13頁，小久保康之「EUの共通防衛政策と米欧
関係」『新しい米欧関係と日本』日本国際問題研究所研究報告書，2004年
３月，75－85頁を参照。
本稿の目的は，ESDPとくに EUの軍事面での国際秩序の安定への役割
を探ることにある。分析に際して，アフリカで遂行された EUの軍事ミッ
ションに焦点をあてる。何故なら，2003年以降にコンゴ民主共和国
（DRC)，チャドおよび中央アフリカでの EUの軍事ミッションは，マケ
ドニアやボスニア・ヘルツェゴヴィナなど旧ユーゴスラヴィア地域で展開
された同ミッションとは異なり，NATOの能力，アセットを活用してお
らず，EU独自のミッションとその能力を検証するのに適しているからで
ある。
すでに，アフリカにおける ESDPの軍事ミッションに関する研究がな
されている
(３)
。ヨーロッパは歴史的にアフリカ大陸と強い結びつきを有して
論
説
法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 59(980)
(３) ESDP のアフリカにおける軍事ミッションに関しては，
Urriksen, Catriona Gourlay and Catriona Mace, “Operation Artemis : The
Shape of Things to Come?,” International Peacekeeping, Vol. 11, No. 3,
Autumn 2004, pp. 508525 ; Catherine Gegout, “Causes and Consequences of
the EU’s Military Intervention in the Democratic Republic of Congo : A Realist
Explanation,” European Foreign Affairs Review, Vol. 10, No. 3, September
2005, pp. 427443 ; Fernanda Faria, Crisis Managemant in Sub-Africa The Role
of the European Union, European Union Institute for Security Studies
(EUISS) Occasional Paper, No. 51, April 2004 ; Marta Martinelli, ‘Implement-
ing the ESDP in Africa : The Case of the Democratic Republic of Congo,’ in
Michael Merlingen and Rasa Ostrauskaite・, eds., op.cit., pp. 111127 ; Claudia
Major, EU-UN Cooperation in Military Crisis Management : The Experience of
EUFOR RD Congo in 2006, EUISS Occasional Paper, No. 72, September 2008 ;
Bjoern H. Seibert, “EUFOR Tchad /RCA: A Cautionary Note,” European
Security Review, No. 37, March 2008, pp. 14 ; Hans-Georg Erhart, “Assessing
EUFOR Chad /CAR,” European Security Review, No. 42, December 2008, pp.
2022 ; Alexander Mattelaer, The Strategic Planning of EU Military Operations :
The Case of EUFOR Tchad /RCA, Institute for European Studies Working
Paper, No. 5, 2008 ; Catherine Gegout, “The West, Realism and Intervention
in the Democratic Republic of Congo (19962006),” International
Peacekeeping, Vol. 16, No. 2, April 2009, pp. 231244 ; Gorm Rye Olsen, “The
いる。そのため，ヨーロッパでは，サハラ砂漠以南のアフリカで頻発する
紛争や内戦への関心が高い。さらに，ESDPのアフリカでの軍事ミッショ
ンを論じる場合，EU加盟国の外交と国益，EU内部の状況，EUと国連
との連携がとくに重要になると筆者は認識する。本稿では，EUの主要国
の利害と対応，ヨーロッパ統合のプロセスにおける軍事ミッションの位置
づけ，EUFORと国連によって現地に派遣された平和維持活動との関係の
三点から，EUによるアフリカへの部隊派遣を論じる。
次章で ESDPと NATOとの関係，EUFOR創設への軌跡について述べ
る。そして，第３章で2003年の DRC北東部のブニア，第４章で2006年の
DRCの首都キンシャサ，第５章で2008年のチャドおよび中央アフリカに
派遣された EUFORによる活動を検証する。そして，アフリカでのミッシ
ョンを通して浮き彫りになった ESDPの問題点，さらに今後の展望につ
いて考察する。
２ ESDPと NATO
1990年代にヨーロッパ統合が進展する中，EUは三本の柱の一つとして
1992年のマーストリヒト条約，1999年のアムステルダム条約で共通の外
交・安全保障政策（CFSP）を打ち出した。とくに，EUは独自の平和構
築や危機管理への取り組みとして，ESDPを模索するようになった。1992
年６月，西欧同盟（WEU）は ESDPの具体的な活動としてペータースベ
ルク・タスクを採択した。ペータースベルク・タスクとして示されたのは，
人道・救難活動，平和維持活動，危機管理における戦闘部隊のための任務
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EU and Military Conflict Management in Africa : For the Good of Africa or
Europe?,” International Peacekeeping, Vol. 16, No. 2, April 2009, pp. 245260 ;
福田直子「『米国抜き』の試金石となる EUのコンゴ派兵」『世界週報』
2003年８月５日，42－44頁を参照。
および平和創造の三点であった。
EUが ESDPを推進する契機は，1990年代に旧ユーゴスラヴィア地域で
発生した民族紛争への対処において，アメリカとヨーロッパ諸国との間で
の軍事能力における格差が浮き彫りになったことである。1998年12月，
フランスのサンマロでフランス大統領シラク ( Jacques Chirac) とイギリ
ス首相ブレア（Tony Blair）が会談し，国際的な危機に対処するため「EU
が自立的行動のための能力を有しなければならない」との宣言を発表した
(４)
。
勿論，サンマロにおいて，ド・ゴール (Charles de Gaulle) 大統領以来，
対米依存から脱却したヨーロッパの外交・安全保障を模索するフランスと
伝統的に対米関係を重視するイギリスの思惑が完全に一致したのではない。
従来のイギリスの立場より踏み込んで EU独自の軍事能力を支持したブレ
アの意図は，通貨統合に参加しないイギリスの EU内部における発言力の
確保にあったといえる。
1999年６月のケルン欧州理事会で，ペータースベルク・タスクとWEU
の機能を EUに移管することが決定された。さらに，1999年12月のヘルシ
ンキ欧州理事会で，EUはペータースベルク・タスクを実行するために，
60日以内に展開できて１年間持続可能な６万人規模の部隊を創設するヘ
ッドライン・ゴールを決定した
(５)
。目標の実現は2003年だった。
しかしながら，サンマロ宣言の直後，アメリカの国務長官オルブライト
(Madeleine Albright) は ESDPの進展によって生じる米欧間での「分離
(delinking)｣，非 EU加盟国への「差別 (discriminating)｣，NATOと EU
との部隊，任務の「重複 (duplicating)」に懸念を示した
(６)
。EUが独自の作
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(４) Stephan Keukeleire and Jennifer MacNaughtan, op.cit., p. 175.
(５) Alexander Moens, op.cit., p. 26.
(６) Madeleine Albright, “The Right Balance Will Secure NATO’s Future,”
Financial Times, 7 December 1998.
戦を遂行するにあたり，NATOの能力，アセットを使用することをアメ
リカは求めたのである。現実に，軍事能力の不足した EUにとって，大規
模な軍事作戦を展開するうえで，NATOの能力，アセットの利用は不可
避であった。そのため，EUには NATOとの関係を調整する必要があっ
た。
EU の NATO の能力，アセットの使用には，EU に加盟していない
NATO加盟国トルコが EUと NATO双方の加盟国ギリシャとの対立によ
って2002年まで反対していた。トルコはキプロスをめぐるギリシャとの
対立に加え，国内の少数民族クルド人の人権問題で EUと対立していた
(７)
。
2002年12月のコペンハーゲン欧州理事会で成立したベルリン・プラス
合意により，NATOとして関与しない紛争に際して，EUは独自の作戦を
遂行するために NATOの能力，アセットにアクセスできるようになった。
そして，欧州理事会の指揮下において，危機管理，平和維持の役割を担う
EUによる部隊の展開が可能となったのである。
合意内容は，ギリシャ，トルコ双方に満足のいくものとなった。具体的
には，2004年に EU加盟を予定しているキプロス，マルタは NATOのア
セットを活用した軍事作戦に参加しない，そのような作戦の履行に関する
決定にも参加しないことが解決策として盛り込まれた
(８)
。
ベルリン・プラス合意による NATO との関係調整の結果，EU は
NATOの能力，アセットを利用して作戦を遂行すること，NATOの支援
なしに作戦を遂行することの二通りの危機管理が可能となった。しかしな
がら，1999年のヘルシンキ欧州理事会で示されたヘッドライン・ゴール
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(７) ESDPへのトルコの反応は，Antonio Missiroli, “EU-NATO Cooperation
in Crisis Management : No Turkish Delight for ESDP,” Security Dialogue, Vol.
33, No. 1, 2002, pp. 926を参照。
(８) Alistair J. K. Shepherd, op.cit., p. 47.
の実現には，当初の予定よりも長い時間を要することが確実であった。ま
た，アメリカとヨーロッパとの軍事能力のギャップから判断しても，EU
にとって，超大国アメリカの軍事能力を基軸とする NATOの支援なしに
独自の大規模な作戦を遂行することは不可能であった。
最初の ESDPの実践は，2003年１月に始まったボスニア・ヘルツェゴ
ヴィナにおける警察ミッション（EUPM）であった。その後，ESDPにお
ける最初の軍事ミッションとなったのが，2003年３月31日からマケドニ
アで行われたコンコルディア作戦 (Operation Concordia) であった。
コンコルディア作戦以前，NATOがマケドニアで治安維持のためにア
ライド・ハーモニーとよばれる作戦を展開していた。2001年，マケドニ
ア国内で人口の約２割を占めるアルバニア人の民族解放軍が結成された。
当時，紛争終結後のコソヴォからマケドニアへコソヴォ解放軍の武器や民
兵が流入しており，２月には民族解放軍の蜂起が発生した。８月のオフリ
ッド合意による停戦後，和平監視のためマケドニア国内に NATO軍が駐
留した。
ベルリン・プラス合意が成立した2002年12月のコペンハーゲンで，欧
州理事会は NATO との協議においてできる限り早期にマケドニアでの
NATOの軍事作戦を引き継ぐ用意のあることを確認した
(９)
。そして，2003
年に EUが NATOのミッションを引き継ぐことになったのである。
コンコルディア作戦では，ベルリン・プラス合意にもとづいて，NATO
の能力，アセットが活用された。作戦司令部はブリュッセルにおける
NATOの欧州連合軍最高司令部（SHAPE）に設置された
(10)
。そして，作戦
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(９) Ibid., p. 47.
(10) Catriona Mace, “Operation Concordia : Developing a ‘European’ Approach
to Crisis Management?,” International Peacekeeping, Vol. 11, No. 3, Autumn
2004, p. 482.
司令官は欧州連合軍副司令官（DSACEUR）フェイスト (R. Feist) が兼
務した。フェイストはドイツの提督であった。また，フランスのマレル
(P. Marel) 少将が現地での部隊指揮官となった。コンコルディア作戦に
は，EU加盟13カ国，EU非加盟14カ国から兵員350名が派遣された。そし
て，EUFORは2003年12月まで任務にあたった。
３ Operation Artemis
DRCでは，1996年から1997年，1998年から2003年まで，近隣諸国のル
ワンダ，ウガンダ，ブルンジ，アンゴラ，チャド，ナミビア，スーダン，
ジンバブエの政府軍，反政府武ゲリラ，民兵組織を巻き込んだアフリカ大
戦ともいえる国家間の戦争および内戦が繰り広げられた。1999年７月の
ザンビアのルサカで紛争当事国，反政府武装勢力の間で停戦協定が調印さ
れた後，11月30日の国連安全保障理事会決議1756にもとづいて，国連コ
ンゴ民主共和国ミッション（MONUC）が平和維持のために派遣された
(11)
。
しかし，停戦協定にもかかわらず終結しない戦闘により，MONUCは十
分な成果を上げることができなかった。
2002年８月の南アフリカ共和国のプレトリアにおける合意で，戦闘は
終結した。にもかかわらず，2003年５月には DRCの北東部イトゥーリ地
方の中心都市であるブニア付近で再び戦闘が始まり，MONUCの増強が
不可欠となった。
MONUCを増強するには数ヶ月が必要であった。そのため，国連は加
盟国に暫定的な部隊の派遣を求めた。５月30日に国連安保理は，MONUC
の増強が完了する９月１日までの間，ブニアへ暫定緊急多国籍軍 (IEMF)
を派遣する決議1484を採択した
(12)
。決議で述べられた IEMF派遣の目的は，
E
S
D
P
とE
U
F
O
R
64(975) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(11) 国連安保理決議1279は，http: // daccessdds.un.org /doc /UNDOC/GEN/
N99 /368 /17 /PDF/N9936817.pdf ?OpenElementを参照。
MONUCとの緊密な協力において，ブニアでの治安の安定，人道状況の
改善への貢献，空港の警備やキャンプの国内避難民の保護を保証すること，
必要な場合に住民，国連要員，人道支援組織の人員の安全確保への貢献で
あった。そして，IEMFは「任務遂行のために必要なあらゆる措置を取る
こと」が認められた。
DRCでの情勢悪化に対して，フランスが迅速に反応した。国連安保理
決議1484そのものが，フランスによる提案であった。DRCにおける EU
の作戦は可能であり，ESDPの強化につながると，EUの政治安全保障委
員会（PSC）でフランスは加盟国を説得した
(13)
。そして，フランスは DRC
への多国籍軍の派遣を EUによる軍事ミッションとした。６月５日，EU
は DRCに部隊を派遣することを決定した
(14)
。
EU初となるヨーロッパ域外での軍事ミッションは，アルテミス作戦
(Operation Artemis) と名付けられた。また，アルテミス作戦は，EUに
とって最初の国連憲章第７章にもとづいた作戦であった。さらに，アルテ
ミス作戦の最大の特徴は，EUが NATOの能力，アセットを活用するこ
となく遂行されたことだった。
フランスは，DRCにおけるアルテミス作戦の枠組み国家（framework
nation）となった。1,800名のフランス軍を中心に，非 EU加盟国も加えた
17カ国からなる約2,000の部隊が，６月12日から９月１日まで DRCの北東
部ブニアに派遣され，治安の維持や人道支援活動の安全確保などに従事し
た。
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(12) 国連安保理決議1484は，http: // daccessdds.un.org /doc /UNDOC/GEN/
N03 /377 /68 /PDF/N0337768.pdf ?OpenElementを参照。
(13) Urriksen, Catriona Gourlay and Catriona Mace, op.cit., p. 512.
(14) ‘Council Joint Action 2003 /423 /CFSP’ http: // eur-lex.europa.eu /LexUri
Serv /LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:143:0050:0052:EN:PDFを参照。
以下，EUの主要国の利害と対応，ヨーロッパ統合プロセスでのミッシ
ョンの位置づけ，MONUCとの関係の三点からアルテミス作戦を検証す
る。
（１）EUの主要国の利害と対応
かつてアフリカ大陸の大半を植民地統治したイギリス，フランスが，独
立後のアフリカ諸国にも強い影響力を持つことはいうまでもない。さらに，
1990年代にヨーロッパ・アフリカ間の安全保障における関係に変化が生
じていた。冷戦の終結後に米ソ超大国が手を引いたことで安全保障の需要
者としてのアフリカ，マーストリヒト条約で示された CFSPを模索する
ことで安全保障の供給者としてのヨーロッパの双方がかかわる余地が大き
くなったのである
(15)
。
アルテミス作戦の遂行には，枠組み国家となったフランスの政治的意図
が強く反映されていた。1960年のブラック・アフリカの独立後も，フラ
ンスは旧植民地諸国で他の旧宗主国にはみられない「例外的
(16)
」ともいえる
強い影響力を行使してきた。実際に，フランスはたびたびサハラ砂漠以南
のアフリカで単独での軍事作戦を遂行してきた。
フランスにとってのアフリカの重要性には，多くの側面がみられた。経
済的には，アフリカはフランスの重要な投資先であり，フランスの対外貿
易の５％を占めていた。戦略的にも，フランスにとってアフリカは有益な
アセットであり，多くの友好国，少なくともフランス語圏に部隊を置いて
きたのである
(17)
。
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(15） Charles C. Pentland, “The European Union and Civil Conflict in Africa,”
International Journal, Vol. 60, No. 4, Autumn 2005, p. 922.
(16） Tony Chafer, “Franco-African Relations : No Longer So Exceptional ?,”
African Affairs, Vol. 101, 2002, p. 347.
しかしながら，1994年をターニング・ポイントに，フランスのアフリ
カ政策に変化が生じた。フランスは1994年にルワンダ内戦で発生したジ
ェノサイドへの対応による国内外からの批判のため，政策の手段としての
軍事介入の正統性を失った。さらに，1996年から1997年のザイール（現
DRC）で長くフランスの利害を代表してきた大統領モブツ (Mobutu Sese
Seko) の政権がカビラ (Laurent Kabila) の反乱で打倒された時，フラン
スは表立ってモブツを支援することができなかった
(18)
。
フランスにとって，アフリカ大陸のフランス語圏との結びつきを維持す
るためには，EUの下で行動することにより，ネオ・コロニアリズムへの
批判を回避する必要があった
(19)
。単独での DRCへの介入が困難な状況にあ
って，フランスは EUを軸とする多国籍の部隊派遣における主導権を握っ
たのである。
アルテミス作戦は国連安保理決議にもとづいて EU加盟国を中心とする
部隊派遣の形式を取り，作戦司令部はパリに設置された。作戦司令官ネヴ
(B. Neveux) および現地の部隊司令官トニエ ( J. P. Thonier) は，ともに
フランス人であった。さらに，作戦司令部に派遣された要員80名のうち，
60％はフランス人であった
(20)
。
1997年の労働党政権の成立後，イギリスのアフリカ政策に変化がみら
論
説
法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 67(972)
(17) Rachel Utley, “‘Not to Do Less But to Do Better . . . ’ : French Military
Policy in Africa,” International Affairs, Vol. 78, No. 1, 2002, p. 130.
(18) Tony Chafer, op.cit., p. 349.
(19) Catherine Gegout, “The West, Realism and Intervention in the Demo-
cratic Republic of Congo (19962006),” p. 240.
(20) Urriksen, Catriona Gourlay and Catriona Mace, op.cit., p. 520 ;
‘Adoption by the Council of the Joint Action on the European Union Military
Operation in the Democratic Republic of Congo (DRC),’ Brussels, 5 June
2003, 9957 /03 (Press 156) http: //www.consilium.europa.eu /uedocs / cms_
data /docs /pressdata /en /er /76047.pdf を参照。
れた。労働党政権はアフリカへの武器輸出など商業的な利害より，人権や
開発支援に積極的に取り組む姿勢をみせた。とくに，コソヴォでの体験か
ら，国際問題での人道的な軍事介入が正当化されるばかりでなく，介入が
倫理的な義務であるとブレアは捉えるようになった。そして，2000年５
月，イギリスはシェラレオネへの軍事介入を行った
(21)
。
1994年以来，イギリスとフランスはアフリカでのヨーロッパの軍事的
な信用を高めること，EUの役割の強化を模索していた。2003年２月４日
のフランスのトゥケにおける首脳会談でも，シラクとブレアはヨーロッパ
のアフリカ戦略について協議し，DRCの危機への対応で協力することに
合意していた
(22)
。
しかしながら，アルテミス作戦の枠組み国家となったフランスに対して，
イギリスは EUレベルでのフランスとの協調介入に積極的ではなかった。
また，2003年当時，イギリスとフランスはイラク情勢をめぐって関係が
悪化していた。そのため，イギリスはアルテミス作戦においてシンボリッ
クな協力にとどめた
(23)
。イギリスから DRCへ派遣された人員85名のうち，
70名は航空機のエンジニアであった。にもかかわらず，イギリスにとっ
て，フランス主導のアルテミス作戦を認めたことは，依然として ESDP
に関心を失っていない現われだった。
ドイツは DRCへの部隊派遣に乗り気でなかった。しかし，フランスと
イギリスが EUによる作戦を主張すると，ドイツはアルテミス作戦を受け
入れた。ESDPの推進にはイラク戦争で対立したイギリスとフランスとの
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(21) Tom Porteous, “British Government Policy in Sub-Saharan Africa under
New Labour,” International Affairs, Vol. 81, No. 2, 2005, p. 288.
(22) Catherine Gegout, “Causes and Consequences of the EU’s Military
Intervention in the Democratic Republic of Congo,” p. 432.
(23) Ibid., p. 438.
協力が不可欠であることを，ドイツや他の加盟国は認識することになった
(24)
。
（２）ヨーロッパ統合プロセスでのミッションの位置づけ
アルテミス作戦が当時の EUの状況といかに結びついていたのか。EU
が NATO の能力，アセットを活用しない作戦を遂行した背景として，
2003年のイラク情勢が挙げられる。当時，フランス，ドイツは国連安保
理においてアメリカ，イギリス主導によるイラクへの武力行使に反対し，
アメリカとの対立を深めていた。また，イラク戦争をめぐって，アメリカ
と NATO加盟国だけでなく，EUの内部でも結束が乱れていた。
イラク戦争後，戦争に反対してきたベルギー，フランス，ドイツ，ルク
センブルクが首脳会談を開催し，ESDPに新たな生命を吹き込もうとした。
四ヵ国の動きは，イギリスや他の EU加盟国に，EUを NATOやアメリカ
と競合するための手段として利用しているとの危惧をいだかせた
(25)
。
さらに，2004年に EU加盟を予定する中・東欧諸国がアメリカ，イギリ
スのイラクへの武力行使を支持した
(26)
。そのため，フランスと中・東欧諸国
との間で軋轢が生じた。フランスにとって，EUが NATOおよびアメリ
カの支援なしに軍事作戦を遂行することは，ESDPの実践により EUの存
在感を示す絶好の機会だったのである。
（３）MONUCとの関係
アルテミス作戦は EUと国連との連携の成功例だった位置づけられる。
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(24) Urriksen, Catriona Gourlay and Catriona Mace, op.cit., p. 513.
(25) Anand Menon, op.cit., p. 639.
(26) イラク戦争での中・東欧諸国の対応は，Tom Lanford and Blagovest
Tashev, eds., Old Europe, New Europe and the US: Renegotiating Transatlantic
Security in the Post 9 /11 Era (Hampshire : Ashgate, 2005), pp. 127280を参
照。
MONUC増強までの間，EUFORはブニアでの治安維持に貢献した。しか
しながら，EUFORとその撤退後に増派予定の MONUCとの関係に関し
て，平和維持活動における連続性の観点から問題が存在していた。フラン
スなど EU加盟国を中心とする部隊によるアルテミス作戦では，期間や地
域が限定されたばかりでなく，ミッションそのものが兵員，装備，物資の
面で自己完結していた。そのため，撤退する EUFORからMONUCへの
装備，ロジスティックスなどの引き渡しがなかった。さらに，EUFORが
撤退した後，アルテミス作戦における住民の保護のための力の行使に関す
るガイドラインや経験が，MONUCに引き継がれることはなかった
(27)
。
EUはアルテミス作戦を遂行することで，NATOから独立した即応性の
ある部隊をヨーロッパから6,500 km離れたアフリカ大陸へ展開できる能力
を示した。また，ブニアでの非人道的な行為の阻止や空港の安全が確保さ
れるなど，アルテミス作戦は成果を上げたといえる。しかしながら，
2003年のコンコルディア作戦，アルテミス作戦を通して，EUによる平和
への支援任務の能力が検証されたわけではなかった
(28)
。現実に，両作戦は
EUの軍事委員会 (EUMC) でなく，前者は SHAPE，後者はフランスの
国軍司令部で計画されたのである。
さらに，部隊の派遣が広大な DRCのブニア周辺に限られ，しかも部隊
は３ヵ月足らずの期間で撤退してしまった。作戦期間が限定されたため，
武装解除の不徹底で武器が隠されたままのゾーンが残った。また，部隊の
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tions in the Congo,” International Peacekeeping, Vol. 12, No. 4, Winter 2005, p.
511.
(28) Antonio Missiroli, “The European Union : Just a Rigional Peacekeeper?,”
European Foreign Affairs Review, Vol. 8, No. 4, 2003, p. 501.
展開がブニアのみであり，他のイトゥーリ地方では市民への残虐行為が発
生していた。さらに，現地での活動そのものの問題点として，乗り物によ
るパトロールよりも効果的な徒歩によるパトロールがなされなかった，派
遣された兵士の権力的な振る舞いにより，派遣された部隊と現地住民との
間に信頼が生まれなかったことが指摘されている
(29)
。
DRCで活動する NGOも，短期間で地理的にも限定されたアルテミス
作戦を批判していた。さらに，紛争地域での復興支援における民軍協力の
側面から，アルテミス作戦には軍隊による危機管理と長期的な文民による
平和構築との間でのつながりが欠如していると NGOは厳しい評価を下し
た
(30)
。
確かに，EUにとって，激しい戦闘が繰り広げられた DRCに大規模な
部隊を長期にわたって派遣することに，武装勢力や民兵との間での戦闘に
巻き込まれるなどのリスクが伴ったことはいうまでもない。NATOの能
力，アセットの活用なしの EU独自の部隊派遣には，当初から物理的な限
界があったのである。
４ EUFOR RD Congo
アルテミス作戦の終了後も，EUは DRCの安定のために関与を継続し
た。2005年４月，EUは DRC政府の要請に応じて，首都キンシャサで警
察ミッション (EUPOL Kinshasa) を展開した。また，2005年６月から
EUは DRCの治安部門改革のためのミッション（EUSEC RD Congo）に
も従事していた
(31)
。さらに，2006年には，EUは再び DRCに部隊を派遣す
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(29) Claudia Morsut, “Effective Multilateralism? EU-UN Cooperation in the
DRC, 20032006,” International Peacekeeping, Vol. 16, No. 2, April 2009, p.
264.
(30) Urriksen, Catriona Gourlay and Catriona Mace, op.cit., p. 515.
ることになった。
2005年12月に平和維持活動担当の国連事務次長が，2006年に実施され
る DRCの大統領選挙の期間中，MONUCをサポートして治安を維持し，
キンシャサの住民や空港を守るために部隊を派遣するよう EUに要請した
(32)
。
40年ぶりとなる DRCの選挙では，選挙期間中および選挙の結果次第で，
暴動などの発生によって治安が悪化することが予想されたのである。
2006年４月25日，国連安保理は決議1671を採択した
(33)
。国連安保理は同
決議で，欧州連合部隊コンゴ民主共和国 (EUFOR RD Congo) の任務に
関して「能力の範囲内であらゆる措置を講じ，EUおよび国連の間で至っ
た合意」にもとづいて以下の５点を承認した。
ａ．MONUCがその能力の範囲内で活動実施が困難な場合，事態沈静
化のためにMONUCを支援する。
ｂ．DRCの責任を侵害しない範囲で，展開地域内で身体的な危険に瀕
した文民の保護に貢献する。
ｃ．キンシャサ空港の警備に貢献する。
ｄ．EUFOR RD Congoの施設の防衛と同様，(MONUCの) 要員の安全
および移動の自由を確保する。
ｅ．危機に瀕した個人を助け出すため，限定的な作戦を遂行する。
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Policies in the Great Lakes,” European Foreign Affairs Review, Vol. 11, No. 3,
September 2006, pp. 379399 ; Eirin Mobekk, “Security Sector Reform and
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East,” International Peacekeeping, Vol. 16, No. 2, April 2009, pp. 273286 を
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(32) Marta Martinelli, ‘Implementing the ESDP in Africa,’ p. 122.
(33) 国連安保理決議1671は，http: // daccessdds.un.org /doc /UNDOC/GEN/
N06 /326 /70 /PDF/N0632670.pdf ?OpenElement を参照。
さらに，上記の任務に関する EUFOR RD Congoの活動は「国連事務総
長の要請に従い，または緊急時にｂ～ｅで述べた任務を実行する決定は，
MONUCとの緊密な協議のうえで EUによってなされる」と決議には明記
された。
国連安保理決議1671に対して，４月27日に EUは部隊を派遣することで
MONUCを支援することを決定した
(34)
。そして，2006年６月から EU加盟
国にトルコ，スイスを加えた部隊1,800名が DRCの首都キンシャサに展開
した。DRCの隣国ガボンが EUFOR RD Congoのキンシャサへの空輸の
拠点となった。
以下，EUの主要国の利害と対応，ヨーロッパ統合プロセスでのミッシ
ョンの位置づけ，MONUCとの関係の三点から EUFOR RD Congoを検証
する。
（１）EUの主要国の利害と対応
EUの主要国のうち，当時，イギリスはアフガニスタン，イラクへ治安
部隊を派遣していた。そのため，イギリスには DRCでの作戦で役割を果
たす余裕がなかった。他方，前述のように，フランスは1990年代にルワ
ンダでの失敗の教訓から単独でアフリカに介入せず，EUの旗の下で関与
することを選択した。フランス，ベルギーは自国の国益と位置づけられる
DRCの安定のために EUを利用したのである
(35)
。だが，2003年のアルテミ
ス作戦と異なり，フランスは DRCにおける EUの軍事ミッションの枠組
み国家になろうとしなかった。その結果，ドイツが EUによる DRCでの
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(34) ‘Council Joint Action 2006 /319 /CFSP’ http: // eur-lex.europa.eu /LexUri
Serv /LexUriServ.do?uri=OJ:L:2006:116:0098:0101:EN:PDF を参照｡
(35) Gorm Rye Olsen, op.cit., p. 254.
軍事ミッションの中心的な役割を果たすことになった。
イギリス，フランスと比較しても，ドイツはアフリカに大きな関心や利
害を有していない。また，かつて広大な植民地を持ち，国外での戦闘を想
定した遠征型の装備を有する英仏両国と異なり，ドイツは歴史的な経緯か
らも国外への国防軍の派遣そのものに積極的ではなかった。ドイツとって，
国連の要請にもとづく DRCでの作戦行動で前面に出ることは，国連にお
ける立場の強化のために重要であった
(36)
。当時，ドイツは国連改革に伴う安
保理の常任理事国入りをめざしていた。
EUによる DRCでの軍事ミッションの成功には，ドイツとフランスの
結束が不可欠だった。内部での利害対立や政策決定の複雑さにもかかわら
ず，ヨーロッパは国際社会の紛争防止，危機管理に貢献する必要性がある
との固いコンセンサスが存在したのである
(37)
。
EUFOR RD Congoの作戦司令部はポツダムに設置された。EUFOR RD
Congo司令官には，ドイツ人のフィーレック (K. Viereck) が任命された。
それに対して，キンシャサでの部隊司令官はフランス人のダマイ (C.
Damay) であった
(38)
。
（２）ヨーロッパ統合プロセスでのミッションの位置づけ
EUが DRCへの部隊派遣に踏み切った背景として，2005年６月にフラ
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ンス，オランダの国民投票で EU憲法条約が否決されたことが挙げられる。
フランス，オランダの有権者が批准を拒否したことによって，憲法条約の
発効の目処がつかなくなった。そのため，憲法条約に明記された EUの外
交・安全保障政策の強化をはかる機構改革も修正を余儀なくされた。憲法
条約の批准手続きに行きづまった2006年当時の EUにとって，DRCへの
部隊派遣は ESDPを活性化させるために重要となったのである。
（３）MONUCとの関係
EUFORとMONUCとの連携に関して，EUFOR RD Congoが展開する
間，ポツダムの作戦司令官，現地の部隊司令官はともに国連と緊密に連絡
を取っていた。しかしながら，現地の EUFORとMONUCとの間での協
力には齟齬をきたす場合もあった。EUFORは国連の要請にもとづいて，
MONUCのサポートとして行動することになっていた。８月に大統領選
挙の第一回投票の結果が発表された後，キンシャサでの不穏な動きへの
EUFORの対応に遅れが生じた。また，最高裁判所の建物が火災に遭った
際，MONUCは EUFORに支援を求めなかった
(39)
。
EUFORは2006年10月29日に行われる大統領選挙の第二回投票を成功さ
せるために，キンシャサでの治安維持，武器使用の取り締まりなどの任務
に従事した。そして，11月27日に最高裁判所によって大統領選挙の結果
が承認された後，11月30日に EUFOR RD Congoは撤退を開始した。
EUFOR RD Congo とアルテミス作戦との共通点として，モルスト
(Claudia Morsut) は，次の四つを指摘している
(40)
。
・MINUCが兵員不足に陥った結果，国連の要請にもとづいて派遣され
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(39) Marta Martinelli, ‘Implementing the ESDP in Africa,’ p. 123.
(40) Claudia Morsut, op.cit., pp. 264265.
た。
・欧州理事会は国連の要請に迅速に対応し，部隊の派遣を決定した。
・部隊が展開される期間，場所が限定されていた。
・MONUCとの協力が機能した。
確かに，EUFOR RD CongoはMONUCを支援することで，大統領選挙
をひかえた時期の DRC情勢の安定に寄与した。しかしながら，部隊の活
動する範囲が首都に限定され，当初から撤退の期限が設定されたミッショ
ンでは，当面の治安の維持に寄与しても，徹底した武装解除を実施するこ
となど不可能であった。キンシャサには，大統領候補のカビラ ( Joseph
Kabila) やベンバ ( Jean-Pierre Bemba) を警護する国軍の指揮命令系統
に属さない私的な武装集団が存在した点から，EUFOR RD Congoの兵力
が不足していたとモルスト自身も指摘している
(41)
。
さらに，派遣された部隊の内部でも，相互運用性の観点から課題が残っ
た。とくに，作戦の遂行にあたり，EUFORを構成する各国の間で通信能
力の面で問題が生じた
(42)
。
EUによる DRCにおける二つの軍事ミッションの遂行には，加盟国の
利害や政治的な思惑に加え，加盟国間での結束をはかる意図が存在してい
た。実際に，EU憲法条約の批准が事実上，不可能になった EUにとって，
EUFOR RD Congoは外交・安全保障政策で求心力を維持するうえでも重
要であった。その反面，EUFOR RD Congoが犠牲者を最小限にとどめら
れるMONUCの支援というローリスクのミッションとなったことも否定
できない。
カビラ派とベンバ派の間で緊張した状況にもかかわらず部隊を撤退させ
たことへの批判に対して，MONUCは DRC東部で強力であり，部隊を留
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(41) Ibid., p. 265.
(42) Marta Martinelli, ‘Implementing the ESDP in Africa,’ p. 123.
める必要がなかったと EUは反論した
(43)
。しかしながら，2008年には武装グ
ループの活動によって DRC の情勢は再び不安定になった。とくに，
EUFOR RD Congoが展開された地域と異なる DRC東部における人道的
な状況は悪化した
(44)
。長期的な視点から判断すれば，キンシャサへの
EUFORの派遣は，大統領選挙で混乱が予想された DRC情勢の安定に一
時的な効果をもたらしたに過ぎなかったのである。
５ EUFOR Tchad /RCA
チャドおよび中央アフリカでは，隣国スーダンのダルフール紛争の影響
を受けて2006年頃から国内の治安が悪化していた。チャドでは，国内の
政情不安に加え，ダルフールからの武装勢力による越境攻撃や略奪行為が
発生した。1980年代以来，ダルフールはチャドの反政府勢力の亡命拠点
となっていた。チャド政府軍と反政府武装勢力の紛争は，チャド・スーダ
ンの二国間関係にも緊張をもたらした。2007年当時，チャド国内には，
170,000の国内避難民，230,000のスーダンからの難民がいた
(45)
。また，チャ
ド同様，中央アフリカでも政府軍と反政府勢力との間での紛争のみならず，
ダルフールに拠点を置いた武装勢力からの攻撃によって治安が悪化してい
た。
2007年９月25日に国連安保理は決議1778を採択し，国連中央アフリカ
・チャド・ミッション (MINURCAT) の派遣を決定した
(46)
。MINURCAT
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(43) Stephanie B. Anderson, Crafting EU Security Policy : In Pursuit of a
European Identity (Boulder, Colorado : Lynne Rienner Publishers, 2008), pp.
186187.
(44) Catherine Gegout, “The West, Realism and Intervention in the
Democratic Republic of Congo (19962006),” p. 238.
(45) Giji Gya, “Chad : Civilian-Military and Humanitarian Intervention,”
European Security Review, No. 35, October 2007, p. 12.
は文民警察官300名で，現地の治安組織の支援，現地住民の保護などにあ
たっていた。しかし，チャド大統領デビ (Idriss ) は，国連の平和
維持部隊でなくフランス主導の EUFORを受け入れる意思を示していた。
そのため，国連安保理決議1778では，MINURCATの派遣に加え，国連憲
章第７章にもとづいて，MINURCATの平和維持軍としての役割を果たす
ために，EUによる欧州連合部隊チャド・中央アフリカ (EUFOR Tchad /
RCA) の派遣も決定された。さらに，EUFOR Tchad /RCAには，計画通
りにダルフール情勢の安定に成果を上げないダルフール国連 AU合同ミッ
ション（UNAMID）への補完としての側面があった
(47)
。
国連安保理決議1778で示された EUFOR Tchad /RCAの目的は，以下の
三点だった。
・危険な状況にある市民，難民，国内避難民を保護する。
・作戦地域での治安改善により，人道支援物資および支援者のために
移動の自由を確保する。
・国連の人員，設備，装備の保護，国連および関連した要員の安全と
移動の自由の確保に貢献する。
2008年１月28日，EUによる部隊の派遣が始まった。そして，３月15日
に，19カ国による3,700名の主力部隊がチャド東部および中央アフリカ北
東部に到着した。
以下，EUの主要国の利害と対応，ヨーロッパ統合プロセスでのミッシ
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(46) 国連安保理決議1778 http://daccessdds.un.org/doc/UNDOC/GEN/N07/
516/15/PDF/N0751615.pdf ?OpenElementおよび ‘Council Joint Action 2007/
677 /CFSP’ http: // eur-lex.europa.eu /LexUriServ / site /en /oj / 2007 / l_279 / l_
27920071023en00210024.pdf を参照。
(47) Hans-Georg Erhart, op.cit., p. 20.
ョンの位置づけ，MINURCAT との関係の三点から EUFOR Tchad /RCA
を検証する。
（１）EUの主要国の利害と対応
2003年，2006年の DRCの場合と比較しても，EUFOR Tchad /RCAには
ダルフール紛争の影響を受けて悪化するスーダンの近隣諸国へ介入しよう
とするフランスの意向が強く反映されていた。2006年以降，すでにフラ
ンスは中央アフリカの政府軍による反政府武装勢力の掃討作戦を支援して
いた。また，早い時期から，フランスはチャドへの介入の意思を明らかに
していた。2007年５月にサルコジ (Nicolas Sarkozy) が大統領に就任する
と，外相に任命されたクシュネル (Bernard Kouchner) は５月21日に EU
加盟国にチャド東部への介入をよびかけた
(48)
。さらに，７月にはサルコジが
EUの共通外交・安全保障上級代表ソラナ ( Javier Solana) と会談して，
EUの部隊のチャド派遣について協議した
(49)
。
DRCでの場合と同様，フランスは自国の単独での軍事介入を回避して，
国連安保理の決議にもとづく EUによる紛争への関与を意図した。同時に，
フランスにはチャドとの歴史的な関係を背景に，デビ政権を支援する思惑
があった。
イギリス，ドイツはチャドおよび中央アフリカへの部隊派遣に消極的だ
った。英仏両国のアフリカにおける分業関係からも，歴史的にフランスの
影響力が強いチャドや中央アフリカにイギリスは関心を示さなかった
(50)
。当
時のイギリスにとって，アフリカでの主な関心は英語圏に属するジンバブ
エの情勢であった。また，従来どおり，ドイツはアフリカでの危機管理に
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(48) Alexander Mattelaer, op.cit., p. 10.
(49) Bjoern H. Seibert, op.cit., p. 1 ; Giji Gya, op.cit., p. 12.
(50) Gorm Rye Olsen, op.cit., p. 255.
関与することに乗り気ではなかった。さらに，当時，多くの EU加盟国に
とって，自国軍の国外任務の主要な関心は，アフガニスタンに展開する
NATOを中心とする国際治安支援部隊 (ISAF) であった。
チャドおよび中央アフリカへ派遣される部隊の中心となったのは，
2003年のアルテミス作戦と同様にフランス軍であった。フランスは2,000
名の兵士を派遣した。歴史的に緊密なフランスとの関係を重視するチャド
大統領デビは，国連やアフリカ連合（AU）による平和維持活動でなく，
フランス軍を主力とする EUの平和維持部隊を受け入れたのである。
EUFOR Tchad /RCAの作戦司令部は，フランスのモン・ヴァレリアン
に設置された。作戦司令官にはアイルランドの将軍ナッシュ (P. Nash)
が任命されたが，現地の部隊司令官ガナスシア ( J-P. Ganascia) はフラン
ス人であった
(51)
。
チャドおよび中央アフリカでのミッションに関して，EUには一貫した
政治的な戦略が欠如していた。実際に，EUFOR Tchad /RCAはチャド国
内のデビ大統領とその反対派による権力闘争へと引き込まれることで，十
分な成果を上げることができなかった
(52)
。とくに，フランスによるデビ大統
領の支持のため，EUFORはチャド国内で対立する政治勢力の間での仲介
者としての地位を弱めたのである。
フランス軍を主力とする EUの部隊派遣が，自身に対する間接的な支援
であるとデビは捉えていた。他方，ダルフールに拠点を置く武装勢力にと
って，EUの部隊派遣がチャドを国際社会の管理下に置くことにつながる
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(51) EUFOR Tchad/RCAの活動に関しては，‘EU Military Operation in East-
ern Chad and North Eastern Central Africa Republic (EUFOR Tchad /RCA),’
http: // www.consilium.europa.eu / uedocs / cmsUpload / Final_FACTSHEET_
EUFOR_TCHAD-RCA-version9_EN.pdf を参照。
(52) Bjoern H. Seibert, op.cit., p. 3.
と否定的に捉えていた
(53)
。実際に，2008年３月６日には，チャドで任務に
従事している最中に消息を絶った２名のフランス兵の遺体が，国境を越え
たスーダンで発見された
(54)
。さらに，EUが介入したにもかかわらず，チャ
ド国内のすべての紛争当事者には，戦闘の終結に向けた政治的な妥協の用
意などなかったのである。
（２）ヨーロッパ統合プロセスでのミッションの位置づけ
チャドおよび中央アフリカへの部隊派遣に踏み切った当時，EUは2005
年にフランス，オランダの国民投票で否決された憲法条約に代わるリスボ
ン条約の調印を2007年12月に終えたばかりであった。2008年は加盟国に
よるリスボン条約の批准手続きの年であった。2009年１月１日の条約発
効をめざす EUにとって，EUFOR Tchad /RCAの成否は ESDPの重要な
試金石となった。
（３）MINURCATとの関係
EUFOR Tchad /RCAは12ヵ月の期限付きで MINURCATにおける平和
維持活動の役割を担った。チャドおよび中央アフリカにおける ESDPの
ミッションは，12ヵ月後に国連の平和維持部隊に引き継がれるまでの橋
渡し役であった。しかし，EU による作戦終了の後，平和維持活動を
MINURCATに移管することには困難が伴った。経済力があり軍事的な能
力の高い国々からなる EUですら，チャドおよび中央アフリカへ派遣する
部隊の集結に数ヵ月を要した。また，ダルフールなど紛争が多発するアフ
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(53) Damien Helly, “Crisis in Chad : Implications for the EU,” EUISS Analysis,
February 2008, p. 2.
(54) “Sudan Finds French Soldier Killed Near Border,” The New York Times,
March 6, 2008.
リカ大陸での平和維持活動には，すでに65,000名が従事しているが，
20,000名の兵員が不足していた。とくに，ダルフールに隣接する作戦エリ
アは，アフリカで最も不安定な場所であり，終わりがみえない平和維持活
動のために兵員を出す国は少なかった。さらに，EU以外の国際部隊がチ
ャド東部へ展開することにデビが反対していた
(55)
。
EUFOR Tchad /RCAを引き継ぐMINURCATの平和維持部隊は6,000名
を予定していた。しかし，作戦に十分な数のヘリコプターを確保すること
が難しかった。2009年１月14日に採択された国連安保理の決議1861によ
り，EUの軍事ミッションの終了後に5,200名の兵員が派遣されることにな
った
(56)
。最終的に，EUFOR Tchad /RCAは現地の治安状況の改善に十分な
成果を上げないまま，2009年３月15日に MINURCATに任務を移管する
形で撤退した。
EUのチャドおよび中央アフリカにおける軍事ミッションは，2003年，
2006年の DRCでの作戦を上回る規模の部隊で展開された。また，チャド
および中央アフリカに部隊が展開された期間は約１年にわたった。
EUFOR Tchad /RCAは，ボスニア・ヘルツェゴヴィナでの NATO主導に
よる平和安定化部隊（SFOR）を引き継いで現在も継続中の欧州連合部隊
アルテア (EUFOR Althea) を除くと，EUにとって最も長い軍事作戦と
なった。さらに，MONUCの支援を目的とした DRCでのミッションと比
較すれば，MINUCATの平和維持活動そのものを担当するチャドおよび
中央アフリカでのミッションには，EUの裁量で作戦を遂行できる余地が
大きかった。
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(55) Bjoern H. Seibert, op.cit., p. 4.
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しかしながら，350,000 km2 におよぶチャド東部および中央アフリカ北
東部の作戦エリアは，ドイツ一国に匹敵する面積であった。そのため，
EUFOR Tchad /RCAの3,700名の部隊にとって，あまりにも広範囲であっ
た。３個大隊と１個の即応部隊からなる相対的に小規模な EUFORには，
作戦に必要なヘリコプターすら不足していた。そのため，EUはロシアに
ヘリコプターおよび兵員の支援を求めた
(57)
。
MONUCへの支援を目的とする DRCでの作戦よりも独自の活動ができ
る余地が大きかったにもかかわらず，EUの部隊がMINURCATの平和維
持軍としての役割を担うことは困難であった。隣国スーダンのダルフール
での紛争に加え，2008年の反政府勢力によるチャドの首都ンジャメナへ
の攻撃によって，チャド東部，中央アフリカ北西部の情勢の悪化に歯止め
がかからなかった。EUにとって，チャドおよび中央アフリカの治安状況
を改善するには，両国への部隊の展開のみならず，ダルフール紛争に介入
する必要があった。しかしながら，ダルフールへ大規模な治安部隊を派遣
することは，フランスやその他の EU加盟国の軍事能力では不可能であっ
た。NATOの能力，アセットを活用せず，アフリカにおける ESDPの軍
事ミッションの限界が EUFOR Tchad /RCAによって明確になったのであ
る。
６ お わ り に
本稿では，2003年以来，アフリカで展開された ESDPの三つの軍事ミ
ッションを検証してきた。NATOが持つ能力，アセットにアクセスする
ことなく，独自のミッションをアフリカ大陸で遂行できたことは，EUに
とって，ESDPの実践において重要な意義があった。
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1990年代前半のソマリア派兵の失敗の教訓から，アメリカはアフリカ
大陸へ軍事的に深く関与することに消極的であった。他方，伝統的にアフ
リカ大陸とのつながりを持つヨーロッパ諸国にとって，同大陸で多発する
紛争の終結と平和構築に関与することは国益の観点からも重要であった。
しかし，その一方で，EUのアフリカにおける軍事ミッションは，フラ
ンスの伝統的なアフリカ政策と密接にかかわっていた。1994年のルワン
ダでの教訓からアフリカへの単独介入を回避したいフランスにとって，
EUによる軍事ミッションはアフリカへの軍事コミットを継続するうえで
極めて好都合であった。
2008年の EUFOR Tchad /RCAにおける，チャドのデビ大統領を支持す
るフランスを中心とした部隊派遣は，平和維持活動に不可欠な中立性を損
なう結果となった。そのため，チャドおよび中央アフリカに派遣された
EUFORは，DRCでのミッションと比較しても成果を上げることなく撤
退の期限を迎えた。
確かに，EUのアフリカにおける軍事ミッションは，NATOの能力，ア
セットなしに遂行された。だが，アメリカが重要な国益とみなさない地域
または関与する余裕のない地域へ，EUが部隊を派遣したという側面は否
定できない。アメリカにとって，大規模な治安部隊を派遣する重要な地域
はイラクであり，アフガニスタンであった。2009年に成立したアメリカ
のオバマ (Barack Hussein Obama) 政権は，アフガニスタンでのタリバ
ーンの掃討を最も重要な作戦とみなしている。トランスアトランティック
な視点からとらえると，アフリカでの ESDPは NATOに対する極めて補
完的な役割であった。同様のことは，2008年11月から始まった EUによる
ソマリア沖の海賊対策であるソマリア欧州連合海上部隊 (EU NAVFOR
Somalia) にもいえる。
EUと NATOとの関係に関して，EUが文民による平和構築で指導的役
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割を果たす一方で，NATOが従来のコソヴォ治安維持部隊 (KFOR) を継
続することにより，コソヴォで新たな形態が現れているとカスコーン
(Gabriele Cascone) は指摘する
(58)
。今後，EUが文民警察の能力によって，
軍事ミッションを担う NATOを補完するなど，ベルリン・プラス合意と
は異なる両者の協力関係の構築に注目すべきである。
さらに，EUによるアフリカへの部隊派遣には，域内で政治統合を進め
るうえでの結束の維持という政治的な意図も存在したことは否定できない。
そのため，ESDPへの急進力を維持するための手段としての軍事ミッショ
ンが，犠牲者を出すリスクを回避した小規模な作戦になることは必然的だ
ったとさえいえる。実際，三つのミッションはいずれも作戦の期限，エリ
アが限定されており，治安の維持，現地住民の保護への効果は一時的なも
のに終わった。
今後も EU独自の軍事ミッションは，国連憲章第７条にもとづいた治安
の強化と維持，国連平和維持活動への支援が中心となるだろう。また，
EUFORが派遣される地域もアフリカ大陸が中心になると考えられる。そ
の際，本稿で論じた三つの軍事ミッションの教訓から，国連によって紛争
地域へ派遣されたミッションとの連携の重要性が導き出される。さらに，
EUによるミッションが長期的に効果を上げるためには，AUなどの地域
機構への支援も不可欠となるのである。
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ESDP and EUFOR:
The Case of ESDP Missions in Africa
Akira OGINO
The European Union (EU) has pursued the European Security and
Defense Policy (ESDP) since 1999. The aim of this paper is to examine
EU’s role in peace-building. In particular, the author focuses on ESDP mili-
tary missions in Africa, Operation Artemis in 2003, EUFOR RD Congo in
2006 and EUFOR Tchad /RCA in 2008. The EU carried out the missions
without the use of the Berlin Plus formula which allowed the EU to act under
the North Atlantic Treaty Organization (NATO) auspices.
The author’s paper consists of the following sections :
1．Introduction
2．ESDP and NATO
3．Operation Artemis
4．EUFOR RD Congo
5．EUFOR Tchad /RCA
6．Conclusion
